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第1 条　 （ 契約の目的）
1

2

3

第2 条　 （ 契約期間）
1

2

3

第3 条　 （ 施設サービス計画）
1

2

3

事業所は、 介護保険法等の関係法令及び本契約書に従い、 可能な限り ご利用者がその有する
能力に応じて自立した日常生活を営むこ と ができるよ う 、 居宅における生活への復帰を念頭
に置いて、 入浴、 排泄、 食事等の介護、 相談及び援助、 社会生活上の便宜の供与その他の日
常生活上の世話、 機能訓練、 健康管理及び療養上の世話等のサービスを提供します。

指定介護老人福祉施設 　 まちなか宝生園

契　 　 約　 　 書

以下の本契約に規定さ れている内容以外の重要事項については、 「 重要事項説明書」 をもっ
て契約内容と いたします。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 様（ 以下、 「 ご利用者」 と いう ） と 指定介護老人福祉施設　 まちなか宝生
園（ 以下、 「 事業所」 と いう ） は、 ご利用者が事業所から提供さ れる介護老人福祉施設のサービ
スを受け、 それに対する利用料金を支払う こ と について、 次のと おり 契約（ 以下「 本契約」 と い
う ） を締結します。

提供するサービスの種類または内容を変更する場合には、 付属の「 契約変更・ 更新合意欄」
に必要事項を記入し、 記名押印すると と もに、 変更事項に係る別紙を追加して添付します。

契約期間満了の2週間前までにご利用者から解約の申し出がない場合、 かつ、 ご利用者が要介
護認定更新で要介護1～5 と 認定さ れた場合には、 本契約は自動的に同じ条件で更新さ れるも
のと し 、 以後も同様と します。

担当介護支援専門員が、 ご利用者のための施設サービス計画（ ケアプラン） を作成する際に
は、 ご利用者、 ご利用者のご家族、 ご利用者の後見人等の関係者から事情をよく 聞いて、 ご
利用者の有する能力や置かれている環境に基づいて、 ご利用者が最も人間的で自立した日常
生活を送られるよ う に配慮します。

ご利用者のための施設サービス計画（ ケアプラン） を作成・ 変更する際には、 担当介護支援
専門員は計画または変更案の段階で、 ご利用者のご家族またはご利用者の後見人が立合いの
上、 同計画案を入居者様に対して説明し、 同意を得るこ と と します。

本契約の期間は、 令和　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日の契約締結の日から始まり 、 ご利用者の介
護認定有効満了日　 令和　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日までと します。
ただし 、 契約期間満了日以前に、 入居者様が要介護状態区分の変更の認定をう け、 要介護認
定有効期間の満了日が変更さ れた場合には、 変更後の要介護認定期間の満了日をもって契約
期間の満了と します。

前項によって本契約が自動更新された場合には、 更新後の契約期間は、 期間満了日の翌日か
ら更新後の要介護認定有効期間の満了日までと します。 こ の更新後における契約期間中にご
利用者の要介護状態区分の変更があった場合の契約期間は、 第１ 項ただし書と 同様の取扱と
します。

事業所は、 介護支援専門員に、 ご利用者のための施設サービス計画（ ケアプラン） を作成す
る業務を担当さ せます。



第４ 条　 （ 基本的権利）

1

2

3

第５ 条　 （ 身体拘束の禁止）
1

2

第６ 条　 （ サービス提供の記録）
1

2

第７ 条　 （ 利用料の支払い）
1

2

第8 条　 （ 利用料の変更）
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ご利用者には、 事業所に対して、 事業所から提供を受ける各種介護保険給付サービス並びに
各種介護保険給付外サービスについて「 重要事項説明書」 利用料金表に記載したと おり の利
用料をお支払いいただきます。

事業所は、 サービス提供をした際には、 あらかじめ定めた施設サービス提供記録等の書面
に、 提供したサービス内容等の必要事項を記入し、 ご利用者の確認を受けるこ と と します。

事業所は、 サービス提供にあたり 身体拘束その他、 ご利用者の行動を制限する行為を行いま
せん。 ただし 、 ご利用者または他のご利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを
得ない場合は、 こ の限り ではあり ません。

前項ただし書きの規定に基づき身体拘束等の行為を行った場合には、 事業所は、 直ちにその
日時、 対応、 ご利用者の心身状況、 緊急やむを得ないと 判断した理由、 その他必要な事項に
ついて、 サービス提供記録等の書面に記録します。

介護保険給付対象外のサービス利用料を変更するには、 ご利用者がその変更に同意するこ と
を必要と するものと します。

前2項のいずれにおいても 、 事業所はご利用者、 ご利用者のご家族、 ご利用者の後見人等の関
係者に対して変更の理由を十分に説明します。

事業所によるサービス提供において、 ご利用者の意思が最大限尊重さ れるこ と

事業所によるサービス提供において、 ご利用者のプライバシー・ 個人情報の守秘義務を遵守
するこ と

ご利用者は施設での運営に重大な支障がない限り 、 個人の衣服や家具備品等を居室に持ち込
むこ と ができるこ と

事業所は、 ご利用者から利用料の支払いを受けたと きは、 ご利用者に対して領収書を発行し
ます。

事業所は、 介護保険法その他の関係法令の変更、 ご利用者の要介護度の変更その他の理由に
より 、 介護報酬のご利用者負担分、 居住費及び食費に変更が生じた場合には、 「 重要事項説
明書」 記載の内容にかかわらず、 当該理由による変更額を上限と して変更後の介護報酬のご
利用者負担分、 居住費及び食費を請求するこ と ができるものと します。

ご利用者は、 事業所からサービスの提供を受けるにあたり 、 本契約において個々に定める
他、 次のと おり の権利を有するこ と を確認し、 事業所はサービスの提供にあたり 、 ご利用者
の権利を尊重し、 ご利用者はこ れらの権利を行使するこ と によ り 事業所から不当な取扱いを
受けたり 、 差別的な対応を受けるこ と はあり ません。

事業所は、 作成した施設サービス提供記録を５ 年間保管し、 ご利用者の求めに応じて閲覧に
供し、 または希望により その写しを交付します。

ご利用者は第1項に定める変更に同意するこ と ができない場合には、 本契約を解約するこ と が
できます。



第9 条　 （ ご利用者の解約権）
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第1 0 条　 （ 事業所の解約権）
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第1 1 条　 （ 契約の終了）
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第1 2 条　 （ 契約終了後の退居と 精算）
1

2

3

ご利用者が死亡したと き。

要介護認定の更新において、 ご家族が自立または要支援と 認定さ れたと き。

ご利用者の行動が、 他のご利用者の生命または健康に重大な影響を及ぼす恐れがあり 、 事業
所において十分な介護を尽く しても こ れを防止できないと き。

事業所は、 ご利用者が次の各号に該当する場合には、 2週間以上の予告期間をもって本契約を
解約するこ と ができます。

第2条1 項及び2項により 、 契約満了日の2 週間以上前までにご利用者から更新解約の申し入
れがあり 、 かつ契約期間が終了したと き。

ご利用者、 ご利用者ご家族、 契約代行者様の言動が社会通念上不相当なものであって、 施設
運営及び職員の就業環境が害さ れると 判断さ れた場合。

次の各号に該当する場合は、 本契約は終了します。

第1 1 条三号により 退居する場合は、 居室の引渡日をもって退居日と し 、 退居日までの利用料
金の精算を事業所にしていただきます。

ご利用者について病院または診療所に長期に入院する必要が生じ、 その病院または診療所に
おいてご利用者を受入れる態勢が整い、 退居が明確になったと き。

ご利用者について他の介護保険施設への入居が決まり 、 その施設においてご利用者を受入れ
る態勢が整い、 退居が明確になったと き

本契約終了後、 ご利用者はただちに本施設を退居します。

契約期間中に契約が終了した場合、 サービスの未給付分について事業所がすでに受領してい
る利用料があると きは、 ご利用者に対し未給付に対する金額を返還します。

事業所が、 介護保険法その他関係法令及び本契約に定める債務を履行しなかった場合または
事業所及び事業所職員がご利用者に対し、 不法行為を行った場合には、 いつでも本契約を解
約するこ と ができます。 こ の場合は、 解約の意思表示が事業所に到達した時点で契約は終了
します。

ご利用者が正当な理由なく 、 第7条記載の利用料の支払いを３ ヶ月以上滞納したと き。

ご利用者の健康や身体状態が悪化し、 生活の場である施設での暮らしが継続困難になった場
合。

ご利用者が重大な自傷行為を繰り 返すなど、 自殺をするおそれが極めて大きく 、 事業所にお
いて十分な介護を尽く しても こ れを防止できないと き。

ご利用者は事業所に対し、 いつでも本契約の解約するこ と ができます。 こ の場合、 ご利用者
は契約終了を希望する日の2週間前までに事業所へ申し出るものと します。



4

第1 3 条　 （ 退居時の金品引き渡等）

第1 4 条　 （ 入院期間中の取り 扱い）

第1 5 条　 （ 事故発生時の対応及び損害賠償）
1

2

3

第1 6 条　 （ 秘密保持・ 個人情報の保護）
1

2

第1 7 条　 （ サービス提供に関する苦情）
1

2 ご利用者、 ご利用者のご家族、 ご利用者の後見人から前項の問い合わせあるいは申し出がな
さ れたこ と をも って、 ご利用者が不利益や差別的な取扱いを被るこ と はあり ません。

前項の場合において、 ご利用者に損害が発生した場合は、 事業所はすみやかにご利用者に生
じた損害を賠償します。 ただし 、 事業所に故意過失がない場合にはこ の限り ではあり ませ
ん。

前項の場合において、 当該事故発生につきご利用者に重過失がある場合は、 損害賠償の額を
減じるこ と ができます。

ご利用者が入院後おおむね3か月以内に退院するこ と が見込まれ、 かつその期間内に退院した
場合は、 事業所は、 やむを得ない事情がある場合を除き、 退院後、 円滑に再入居できるよう
に努めます。

ご利用者、 ご利用者のご家族、 ご利用者の後見人は、 事業所が提供する介護サービス等に疑
問や苦情がある場合、 いつでも 「 重要事項説明書」 記載の苦情受付窓口に問い合わせや申し
出をするこ と ができます。 その場合、 事業所はすみやかに事実関係を調査し、 その結果、 改
善の必要性の有無並びに改善の方法についてご利用者に文書で報告します。

事業所は、 業務上知り 得たご利用者またはそのご家族の個人情報（ 個人情報保護法における
定義に従います） を正当な理由なく 、 契約中及び契約終了後も第三者に漏らしません。

前項の規定にかかわらず、 事業所は、 ご利用者またはそのご家族の同意を得た場合には、 市
町村、 介護支援事業所と の連絡調整その他必要な範囲内で、 同意した者の個人情報を用いる
こ と ができるものと します。

本契約終了により ご利用者が本施設を退居するこ と になったと きは、 事業所はあらかじめご
利用者の受入先が決まっている場合を除き、 居宅介護支援事業所またはその他の保健機関、
医療機関、 若し く は福祉サービス機関等と 連携し、 ご利用者の生命・ 健康に支障がないよう
円滑な退居のために必要な援助を行います。

事業所は、 ご利用者に対する介護サービスの提供にあたって事故が発生した場合は、 すみや
かにご利用者のご家族、 ご利用者の後見人等の関係者に連絡をすると と もに、 必要な措置を
講じます。

本契約が終了した場合、 事業所はご利用者に対して事業所が保管している金品及びご利用者
が保有していた金品をご利用者またはご利用者の後見人に対して引き渡します。 ただしご利
用者が死亡しているためご利用者ないしご利用者の後見人に対して引き渡すこ と ができない
と きは、 身元引受人に引渡します。



第1 8 条　 （ 反社会的勢力の排除）
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第1 9 条　 （ 身元引受人）
1
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5

法的な責任を超えた不当な要求行為

暴力的な要求行為

ご利用者、 ご利用者の身元引受人様、 ご利用者の後見人は、 事業所に対し、 契約時におい
て、 ご利用者、 ご利用者の身元引受人様及びその親族、 ご利用者の後見人が、 暴力団、 暴力
団員、 暴力団関係者等の反社会的勢力に該当しないこ と を証明し、 かつ将来にわたっても該
当しないこ と を確約するものと します。

ご利用者、 ご利用者の身元引受人様、 ご利用者の後見人は、 自らまたは第三者を利用して次
の各号に該当する行為を行わないこ と を確約します。

事業所は、 ご利用者、 身元引受人様及びその親族、 ご利用者の後見人が、 反社会的勢力に属
すると 判明した場合、 催告するこ と なく 、 本契約を解約するこ と ができるものと します。

本契約に関して、 脅迫的な言動をし 、 または暴力を用いる行為

風説を流布し、 偽計若し く は威力を用いて事業所の信用を毀損し、 または事業所の業務
を妨害する行為

その他前各号に順ずる行為

前項の身元引受人は、 ご利用者の連帯保証人と して、 本契約から生じるご利用者の事業所に
対する一切の債務の履行について、 極度額と して月額利用料の2 4 か月分の範囲内において連
帯して保証するものと します。

ご利用者は、 身元引受人を1人以上立てるものと します。 身元引受人を立てるこ と ができない
と 認められる相当な理由がある場合には、 こ れを立てないこ と が可能です。 但し 、 その際
は、 成年後見人等を立てご利用者の代理人と して対応いただく こ と を条件と します。

身元引受人は、 前項の責任のほか、 次に定める責任を負います。

身元引受人が本契約存続中に死亡も し く は辞退等をした場合には、 新たに身元引受人を立て
ると 共に、 前身元引受人と の利用料などの経済的な債務等につき、 新身元引受人はご利用者
と 連帯してその履行の責任を負う ものと します。

身元引受人の請求があったと きは、 事業所は、 身元引受人に対し、 遅滞なく 、 利用料等の支
払い状況や滞納金の額、 損害賠償の額等、 ご利用者の全ての債務の額等に関する情報を提供
します。

ご利用者が疾病等により 医療機関に入院する場合に、 入院申込、 費用負担などの入院手
続を円滑に遂行するこ と 。

本契約が終了した場合に事業所と 協力してご利用者の状態に応じた受入先を確保するこ と 。

ご利用者が死亡した場合またはその他契約が終了した場合には、 ご利用者の死亡日また
はその契約終了日から １ ４ 日以内に残置品（ 居室内に残置する日用品や身の回り 物品等
であり 、 高価品は除く ） の引取り など必要な処理を行なう こ と 。 同期限内に残置品の引
き取り が無い場合には、 事業所が残置品の処分を行い、 その費用については身元引受人
が負担するものと する。



第2 0 条　 （ 契約に定めのない事項）
本契約に定めのない事項につて、 疑義が発生したと きは、 介護保険法その他諸法令の定める
と こ ろを尊重し、 ご利用者、 ご利用者のご家族、 ご利用者の後見人と の間で協議の上、 誠意
を持って解決します。


